
都市農業振興基本法の概要

目的
基本理念等を定めることにより、

都市農業の振興に関する施策を総合的かつ計画的に推進
基本理念等をラ
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農業の安定的な継続

農業の有する機能の適切"十分な発揮→良好な都市環境の形成

農業の安定的な継続

農業の有する機能の適切。
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’ 市街地及びその周辺の地域において行われる農業
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施策推進のための三つのエンジン
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①農産物供給機能の向上､担い手の育成｡確保

②防災､良好な景観の形成､国土・環境保全等の機能の発揮

③的確な土地利用計画策定等のための施策

④都市農業のための利用が継続される土地に関する税制上の措置

⑤農産物の地元における消費の促進

⑥農作業を体験することができる環境の整備

⑦学校教育における農作業の体験の機会の充実

⑧国民の理解と関心の増進

⑨都市住民による農業に関する知識｡技術の習得の促進

⑩調査研究の推進

手の育成｡確保

二・環境保全等の機能の発揮

ための施策

される土地に関する税制上の措置

足進

環境の整備

強の機会の充実

①②③④⑤⑥⑦⑧⑨⑩

ﾛ識｡技術の習得の促進
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都市農業振興基本計画篝

◆政府は､都市農業振興基本
計画を策定し､公表

◆地方公共団体は､都市農業
振興基本計画を基本として
地方計画を策定し､公表
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基本理念3桑

◆都市農業の有する機能の適
切・十分な発揮とこれによる

都市の農地の有効活用｡適
正保全

◆人口減少社会等を踏まえた

良好な市街地形成における
農との共存

香屋、一平日

◆都市住民をはじめとする国
民の都市農業の有する機能

等の理解
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◆国･地方公共団体の施策の
策定及び実施の責務

◆都市農業を営む者･農業団
体の基本理念の実現に取り
組む努力

◆国､地方公共団体鞍都竃農
業を営む者等の相宣連携．

協力疎

◆必要な法制上"財政上"税

制上型金融上の措置
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國日



都市農業振興基本計画について
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のほか､将来の公共施設用地と｜
しても評価して保全

・聿要な農業振興施策の対象外

型
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【基本法の政策課題】

都市農業の多様な機能の発揮
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農産物を供給する機能
防災の機能
良好な景観の形成の機能

○税制
・市街化区域内の農地の固定資

産税は､宅地並評価･宅地並課

謹を基本
．ただし､生産緑地は農地評価・
農地課税(30年間の農地管理

義務と開発規制）

・生産緑地は終身営腱を条件に
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｡「

市と緑･農の共生｣を目指す
上で者肺隆地を貴重な緑地
として明確に位置付け ′･都市農業は都市住民の多

様なニーズに応え､地産地
消､体験農園､農福連携等
の施策のモデルを数多く輩
出

･我が国の鰻業を巡る国際環

【講ずべき施策】(特徴的なものを中心に記載）

1農産物を供給する機能の向上並びに担坐_税制上Q措置

い手の育成及び確保 新たな制度の構築に併せて､課税の公平性

・福祉や教育等に携わる民間企業による の観点等も踏まえ､以下の点について検討
都市農業の振興への関与の推進 ・市街化区域内農地(生産緑地を除く)の

都市住民と共生する農薬経営幟薬嬢散 .蝋鯛灘橇桧続説総説
等対策)への支援策の検討 猶予の在り方

･都市農業を凱市の重臺盈〃

産塗として位置付け

･農地が民有の緑地として適

切に管理されることが登鎧
可能な都市経営のために
重要

－｜ 状況の変化岸一

Q蟇鶏震震熱嶬｜
一

農産物への評価
・自ら作物を作りたいというニーズ

○都市住民のライフスタイルの変
化や農業へ関心を持つリタイア
層の増加

○学校教育や農業体験を通じた農

, | ’ ノI L、

II 、
の保全等の機荷層の ･直売所等で取り扱う農産物等についての

効率的な物流体制の構築の推進

･学校給食における地元産燈産物の利用

のため､生産者と関係者の連携を強化

都市農業振興に関する新たな施策の方向性
･関係団体との協定の締結や地域防災計

画への位置付けなど防災協力農地の取

組の普及の推進

･屋敷林等について､緑地保全制度の活

用促進､地域住民による農業景観の保

全活動の展開

担い手の確保 I ■

I

ル地域コミ乱F－に夷

ティ意識の高まり

○人口減少に伴う宅地需要の沈静
化等による農地転用の必要性の
延玉

○東日本大震災を契機とした肱災
意識の向上による避難場所等と
しての農地の役割への期待

鐘釜
･市民農園等の推進に向け､広報活動や体験
ブﾛﾗﾑの作成等に知見を有する軒3家の派遣
・都市住民が農業を学ぶ拠点としての都市

公園の新たな位置付けを検討

･福祉事業者等が農業参入時に必要となる

技術･知識の習得等を支援

都市農業の安定的

な継続のため､多様
な担い手の確保が
重要

･営農の意欲を有す

量宣(新規就農者
を含む）

･都市農業者と連携
する食品関連事業

萱
､都市住民のニーズ

を捉えた堂ジﾈｽを
展開できる企業等

保全すべきとされた都

市農地に対し､本格的
な跨業振興旅篭が談じ

・将来にわたって保全すべき相当規模の

農地については､市街化調整区域への

編入(逆線引き)の検討

・都市計画の市町村ﾏｽﾀｰﾌﾗﾝや緑の基本計

画に｢都市農地の保全｣を位置付け

・生産緑地について､指定対象とならない5”

nf未満の農地や｢道連れ解除』への対応

・新たな制度の下で､一定期間にわたる営農

計画を地方公共団体が評価する仕組みと

‘ 必要な土地利用規制の検討
、

境の改善や緑のや○ の充実等

･都市農業者等の学校への派遣の拡大と、

統一的な教材の整備等を推進

景観形成に果たす役割への期待

『ー1

’
8国民の理解と関心の増i

○都市農業振興基本法の制定
(H27.4) ’

,食と農に関する様々な展示を行うイベント
の仕組みの検討

露地栽培による障害者雇用農園
（茨城県つくば市） ＝ヨノい

L詞~ 百
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○施策の対象区域

･市街化区壇のほか縁辺の市街化調整区域を含む
・地方公共団体が地域の実情に応じた具体のエリアで施

○新たな都市農業振興と土地利用計画の制度

策を実施

･担い手に対する支援とその事業計画等を評価するための公的関与の仕組み

風農地の貸借等を促進するための制度曲措置と遊休農地対策

･地方都市におIるﾖﾝバｸﾄｼ詞施策との連携
○税制上の措置

・現行の税制上の措置が果たしている役割を評価した上で､以下の課題につい

て課税の公平性等に配慮しつつ､政策的意義や土地利用規制を踏まえた税制

措置を検討
し保全すべき農地の糞産価値や農業収入に見合った保有ｺｽﾄの低減

炉生産緑地等を貸借する場合における相続税の納税猶予の適用
F…附頃ツ

ジ

農業政策上の再評価 都市政策上の再評価

i型

賎業施策の本格展開可
五■■■■ ■ ■＝一路一一
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･都市農地の位置

付けを､「宅地化

すべきもの｣から

都市に｢あるべき

もの｣へと大きく転
換し､計画的に農
地を保全

･コンパクトシティに

向けた取組との連
携も検討

･都市農地保全の
マスタープランの

充実等土地利用
計画制度の在り

五を検討

られるよう方針を転換



轡国土交通省都市農地の保全･活用
【生産緑地法】 （現行･改正）

L

生産緑地地区に関する都市計画

…以上等の要件に該当する_団の農地(生産緑地地区:13,220ha) 伝|鰯繍驚な農地を－
い且QQ虹以上(政令で規定)で市区町村が条例で定める規模税制)新たに対象となる小規模な
に引下げ可能に 生産緑地にも農地課税を適用
※一団性要件の運用緩和(いわゆる道連れ解除への対応）

生産緑地地区内の行為制限 規制緩和による農業経営の支援
十都市住民の満足度向上

･生産等に必要な施設のみ設置萌層
炉直売所､農家ﾚｽﾄﾗﾝ等の設置を可能に(国家戦略特区の規制改革提案に対応）

面積要件(500nf)を下回る

公共収用等で面積要件を下回ること
となる生産緑地の保全を可能に

農産物直売所 農家レストラン農家の意向を基に
将来の保全を確実に

生産緑地の買取り申出

｡都市計画決定後型生経過により所有者は市区町村に買取り申出が可能
(平成34年には約8割の生産緑地が申出期を迎える）
坤出可能時期を｣_旦茎先送りする特定生産緑地指定制度の創設(土地所有者等
の同意を得て市区町村指定）
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三大都市圏特定市における市街化区域内農地の推移【都市計画法･建築基準法】
”暴

用途地域

･住居､商業､工業その他の用途を適切に配分し､建築物の用途､形態等を制限
･農地が比較的多い住居専用地域では､農業用施設の建築には個別許可が必要
･生産緑地以外の農地は宅地化が進行

し田園住居地域の創設

・農地と調和した低層住宅に係る良好な住居環境の保護を目的
・建築規制(低層住居専用地域をベースに農業用施設の立地を限定的に許容）
・農地の開発規制(許可制一定の小規模の開発は可能）

都市の構成要素としての農地を都市計画に本格的に位置付け

用途地域の類型

第一種低層住居専用地域／第二種低層住居専用地域

第一種中高層住居専用地域／第二種中高層住居専用地域
第一種住居地域／第二種住居地域／

“属地域十田園住居地域 ｜住居系7＋1 ’

1 工業系3商業系2
農地と調和した低層住宅

【都市緑地法】

緑地の定義
･法律上の緑地の範囲は､樹林地､草地､水辺地等か農地を明示

－－

ﾛマ
農地を都市の

緑地政策体系に

位置付け､保全
手法を充実

一

市区町村の公園･緑地政策全体のマスタープラン(緑の基本計画）
･農地は原則対象外か生産緑地ほか都市農地の保全方針を追加

農業体験農園 生産緑地地区(八〕
－

一生産紀地以外の市蜘化区域内風地(左軸:ha〉
－生産緑地(左軸:胴》
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都市農地の貸借の円滑化に関する法律案の概要

平成30年2月
農林水産省

I趣旨
都市農地の有効な活用を図り、もって都市農業の健全な発展に寄与するとともに、
都市農業の有する機能の発揮を通じて都市住民の生活の向上に資するよう、都市農地
の貸借の円滑化のための措置を講ずる。
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皿法律案の概要
（1）自らの耕作の事業の用に供するための都市農地の貸借の円滑化究打:儲‘)ﾁの弾
①事業計画の認定
ア生産緑地地区の区域内の農地（以下「都市農地」 という｡）について賃借権
又は使用貸借による権利（以下「賃借権等」という｡）の設定を受けようとす
る者は、当該賃借権等の設定に係る都市農地において行う耕作の事業に関する
計画（以下「事業計画」 という。 ）を作成し、市町村長の認定を申請すること
ができる。

イ市町村長は､アの申請があった場合､その申請に繩章借権等確室室雲I才
ようとする者が、都市農業の有する機能の発揮に特に資するものとして農林水
産省令で定める基準に適合する方法によりその申請に係る都市農地において耕
作を行うと認められること等の要件に該当するときは、農業委員会の決定を経
て、認定をするものとする。

②認定の取消し等

ア市町村長は、認定を受けた者が、事業計画に従って耕作の事業を行っていな
し､等の場合には、勧告することができ者｡
イ市町村長は、アの勧告を受けた者が当該勧告に従わなかった等の場合には、
その認定を取り消すことができる。

究打:儲‘)ﾁの翻作
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便（2）農地法（昭和27年法律第229号）の特例

認定に係る都市農地の賃貸借については、農地法第3条第1項（農地の権利移動
の制限)、第17条（法定更新）等の規定は、適用しないものとする。

⑬)慕蜑地難皇撫鰹鶇錦鯉付けの用に供するため､当該
都市農地の所有者及び市町村と協定を締結している者は、当該都市農地の所有者か
ら都市農地を直接借り受けることができるものとする。

ｙ
子
、
０
２
伊
。
操
Ｔ
宅

詮
際
鮎
瞬
鯏
津
馴
馴
剛
訂
訓
馴
馴
剛
馴
削
馴
洲
洲
川
馴
訓
剛
馴
剛
削
洲
訓
則
洲
州
州
…
：
！
！
＆

皿施行期日
公布の日から起算して3月を超えない範囲内において政令で定める日
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平成30年度税制改正大綱について（都市農地関連）勺 ●

◆◇◆

自民、公明両党は14日、平成30年度税制改正大綱を決定しました。その中で特に、都市農

地に係る税制については以下のとおりとなっております。

1 ‘相続税

・生産緑地についての以下の童位童塾狸謹至里封塞とする。

都市農地の貸借の円滑化法による認定事業計画（仮称）に基づく貸付

同法による特定都市農地貸付

特定農地貸付法による特定農地貸付(自治体､ JA,農家) :従手‘,ら

･鎧定生産緑地の指定がなされた農地等を相続税納税猶予の対象とする。

特定生産緑地の指定がなされなかった生産緑地については、現に適用を受けている納税猶

予に限り、その猶予を継続する。一’任限フ

･三大都市圏特定市の田園住居地域内の農地を納税猶予の対象とする。

･三大都市圏特定市以外の一般市の生産緑地について、営農継続要件を終身（現行20年）と

する。

．この制度改正は、都市農地の貸借の田滑化法の施行日以後の相続･遺贈に適用される。

、._

（一般市で既に納税猶予を受けている者について篭終身営農を条件に､都市農地の貸借

の円滑化法等による貸付へ適用を選択できる。 ）

2．固定資産税・都市計画税

・楚定生産緑地の指定がなされた農地に係る固定資産税･都市計画税について、現行生産緑地
制度と同様の措置を講ずる°

・特定生産緑地の指定がなされなかった生産緑地については、宅地並み評価とし所定の激変

緩和措置を講ずる。

･田園住居地域内の農地について、300ITfを超える部分の土地の評価額（類似宅地評価額か

ら造成費を控除したもの）を1/2に減価することとし、平成31年度から適用

その他、都市農地に限定した税制ではありませんが、農地法等の改正を前提に、コンクリー

ト等で覆われた農作物の栽培施設の敷地について、相続税等に関する法令の適用上農地と同様

の扱いとする措置を講ずることとされています。
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